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4省 エネルギー技術研究開発(ム ーンライ ト計画)

294

(1)大 型省エネルギー技術開発

② 先導的基盤的省エネルギー技術研究開発

(3)国 際研究協力の推進

(4)省 エネルギー技術の総合的効果把握手法の確立

調査

(5)民 間の省エネルギー技術開発に対する助成

⑥ 省エネルギー標準化

5大 型工業技術研究開発297

(1)マ ンガン団塊採鉱システム

② 科学技術用高速計算システム

(3)自 動縫製システム

(4)極 限作業ロボット

(5)水 総合再生利用システム

(6)電 子計算機相互運用データベースシステム

(7)超 先端加工 システム

(8)高 機能化学製品等製造法(海 洋生物活用)

(9)超 音速輸送機用推進 システム

(10)大 深度地下空間開発技術

6民 間における技術開発の助成及び医療福祉機器技

術の研究開発299

(1)民 間における技術開発の助成

(2)医 療福祉機器技術研究開発について

7国 際研究協力の推進310

(1)二 国間研究協力

(2)多 国間協力

(3)国 際特定共同研究事業

(4>国 際研究交流事業



(5)国 際研究協力ジャパン トラス ト事業

(6)国 際産業技術研究事業

(7)研 究協力推進事業

(8)研 究協力プロジェク ト推進事業

8所 属試験研究所における試験研究等の実施 …318

(1)試 験研究

② 検定 ・検査及び型式承認

(3)産 業界 ・学界 との協力 ・交流

9工 業基準化事業の推進343

(1)日 本工業標準調査会の調査審議

(2>日 本工業規格の制定、改正等

(3)規 格原案の作成及び調査研究等

(4)表 示制度関係業務

(5)普 及関係業務

⑥ 国際標準化事業

(7)信 頼性技術開発関係業務

(8)ア クション ・プログラムへの対応

(9)基 盤技術研究促進センター

⑩ ヒューマン ・フロンティア ・サイエンス ・プロ

グラム推進

II資 源エネルギー庁356

1総 合エネルギー政策の推進356

2省 エネルギー政策360

(1)省 エネルギー政策の必要性と基本的考え方

② 省エネルギー政策

3石 油代替エネルギー政策361

4新 エネルギー産業技術総合開発機構の概要 …365

5国 際的エネルギー政策367

6原 子力産業372

7海 洋開発374

(1)海 洋開発の基本的方向

(2)元 年度施策

(3)国 連海洋法条約準備委員会への対応

8金 属 ・非金属鉱業379

(1)体 質改善策

(2)国 内資源開発対策

(3)海 外資源開発促進策

(4>中 小企業対策

⑤ 税制上の諸対策

㈲ 採 石 業

9石 油 ・天然ガス鉱業388

(1)石 油公団の概要

(2)海 外石油 ・天然ガスの探鉱開発

(3)国 内石油 ・天然ガスの探鉱開発

(4)液 化天然ガス(LNG)の 探鉱、開発、輸入

10石 油精製業 ・石油製品販売業393

(1)石 油精製業

(2)石 油製品販売業

11石 炭鉱業399

(1>石 炭鉱業合理化安定対策

② 需要確保対策

(3)資 金対策

(4)過 剰貯炭対策

(5)雇 用確保対策

⑥ 海外炭の安定供給確保策

(7)石 炭生産 ・利用技術対策

(8)鉱 害対策

⑨ 産炭地域振興対策

⑩ 石炭政策の新たな展開

12電 力の需給及び電源開発411

(1)電 力需給

② 電源開発

(3>電 源三法

13電 気料金及び経理417

(1>電 気料金

(2>電 気事業の経理

14電 気施設及び保安425

(1)電 気施設の充実

(2)電 気用品の安全規制

(3)主 任技術者の免状交付等

(4)電 気工事士法の施行等

(5)電 気工事業の業務の適正化に関する法律の施行

等

(6)電 気事故

15ガ ス事業427

(1)概 況

② 一般ガス事業者数

(3)一 般ガス事業の需要家メーター数

(4)ガ ス販売量

(5>ガ スの生産 ・購入量

(6)原 料消費量

⑦ 経 理

(8)製 造設備と供給設備の状況

(9)保 安

(10)ガ ス主任技術者

⑪ 特定ガス消費機器の設置工事の監督者

(12)簡 易ガス事業

16熱 供給事業433

m特 許 庁441

1施 策概要441

(1>概 況

(2>出 願、審査請求及び審査処理の状況

(3)審 判請求及び処理の状況

(4>平 成元年度予算概要

2工 業所有権制度の動き441

(1)迅 速 ・的確な権利付与

(2)工 業所有権行政の国際化の積極的な対応

(3)工 業所有権情報政策の推進

3事 務処理及び審査の機械化443

(1)出 願等事務処理の機械化

(2)審 査資料検索の機械化

(3)特 許事務の総合機械化(ペ ーパーレスシステム)



4審 査、審判処理の促進、出願、審査請求の

適正化445

(1)審 査、審判の処理状況

(2)技 術動向分析

(3)情 報提供の促進

(4)審 査基準の作成等

⑤ 方式審査便覧の作成

⑥ 審査 ・審判資料整備

(7)早 期審査及び早期審理

(8)出 願等の適正化施策

5工 業所有権行政の国際的調和451

(1)概 要

(2)先 進国等との連携

(3)国 際機関との連携

(4)工 業所有権をめ ぐる摩擦問題への対応

(5)発 展途上国への援助について

㈲ ガットウルグアイラウンドへの対応

(7)パ リ条約の改正

(8)国 際特許分類(IPC)に 関するス トラスブール協

定

(9)特 許協力条約(PCT)

(10)特 許手続上の微生物の寄託の国際的承認に関す

るブダペス ト条約

(ID商 標登録条約(TRT)

(12>そ の 他

6特 許情報施策の推進461

(1)概 説

(2)特 許情報提供の現状

(3)特 許情報提供問題 に対する種々の施策

7工 業所有権の指導、奨励及び広報 ………463

8関 係団体の活動状況464

(1)弁 理士会

(2)国 際工業所有権保護協会 ・日本部会(AIPPI)

(3)社 団法人発明協会

(4)日 本特許協会

(5)社 団法人 日本デザイン保護協会

(6>社 団法人 日本食品特許センター

(7)財 団法人 日本特許情報機構

(8>財 団法人工業所有権協力センター

(9>財 団法人知的財産研究所

IV中 小企業庁467

1施 策概要467

2構 造転換への円滑な対応467

(1)経 営資源の融合化による新事業開発の促進

② 事業転換等円滑化

③ 地域中小企業対策の充実

(4)下 請中小企業構造調整対策の推進

(5)中 小企業の国際化の推進

3経 営基盤の充実474

(1)技 術力の向上

② 情報化対策

(3)人 材の養成の推進

(4)中 小企業金融、使用補完の充実

⑤ 中小企業税制の充実

(6)組 織化対策の推進

(7)倒 産防止対策

(8)下 請取引適正化の推進

⑨ 官公需確保対策の推進

(1① 診断指導事業の推進

(ll)近 代化 ・高度化対策の推進

(12)自 己資本充実の促進

(13)労 働対策の推進

(14)福 祉事業の推進

4小 規模企業の自立的発展の推進等482

(1)小 規模企業対策の推進

② 小企業等経営改善資金融資制度の推進

(3)小 規模企業共済事業の推進

(4)設 備近代化資金貸付制度及び設備貸与制度の充

実

(5)小 規模事業指導官の相談 ・指導

5消 費税導入円滑化対策484

6地 域と共に歩む中小企業の育成484

(1>中 小商業 ・サービス業対策の推進

① 商店街活性化の推進

② 中小小売商業の情報化への対応

③ 製品輸入の促進 と国際交流の推進

④ 中小卸売業振興対策の推進

⑤ 中小サービス業振興対策の推進

7特 別対策485

(1)事 業活動の機会の適正な確保

② 不公正な取引方法の是正

(3)立 地 ・公害 ・エネルギー対策

(4)災 害対策

(5)地 域改善対策

(6)沖 縄の中小企業対策

(7>業 種別大別対策

(8)中 小企業関係審議会の活動状況

8調 査 ・施策普及の推進490

(1)調 査

② 施策の広報

V通 商産業研究所492

1通 商産業研究所の概要492

2研 修 部493

3研 究 部495

4政 策情報システム部498

第3章 通商産業局

1北 海道通商産業局499

1施 策概要499

2通 商施策500

3商 工業施策500

(1)工 業



(2)消 費 ・流通対策

(3)ニ ュービジネス対策

(4>技 術施策

(5)そ の 他

4立 地公害施策502

(1)工 業立地施策

② 産業公害防止対策

(3)産 業保安対策

5鉱 業施策503

6公 益事業施策506

7中 小企業施策508

8物 資の需給 ・価格対策510

9エ ネルギー対策510

10そ の 他511

11東 北通商産業局513

1施 策概要513

2通 商施策514

3商 工業施策515

(1)工 業

② 消費 ・流通施策

(3)技 術施策

(4)そ の 他

4立 地公害施策518

(1)産 業立地

② 産業公害対策

(3)保 安対策

5鉱 業施策522

6公 益事業施策524

7中 小企業施策526

8物 資の需給 ・価格対策528

9エ ネルギー施策528

10そ の 他529

111関 東通商産業局531

1施 策概要531

2通 商施策532

3商 工業施策535

(1)工 業

(2)流 通 ・消費対策

③ 技術施策

(4)情 報化施策

(5)そ の 他

4立 地公害施策540

(1)産 業立地

② 工業用水

③ 公害保安

5鉱 業施策543

6公 益事業施策544

7中 小企業施策546

8物 資需給 ・価格対策550

9エ ネルギー施策550

10そ の 他551

IV中 部 通商産業局553

1施 策 概要553

2通 商 施策554

3商 工 業施策555

(1)工 業

② 消費 ・流通対 策

(3>技 術 振興施策

(4>そ の 他

4立 地公害施 策558

(1)産 業 立地

② 工業用水

(3)産 業 公害 ・保安

5鉱 業施 策560

6公 益 事業施 策563

7中 小 企業施 策566

8物 資 の需給 ・価格対 策568

9エ ネルギー対策570

10そ の 他572

V近 畿 通商産業局573

1施 策概 要573

2通 商 施策574

3商 工 業施策579

(1)工 業

(2)流 通 ・消費対策

(3)技 術 施策

(4)そ の 他

4立 地公害施策585

(1)産 業 立地

② 工業用水

(3)公 害 保安

5鉱 業施策588

6公 益 事業施策589

7中 小 企業施策592

8物 資 の需給 ・価格対策595

9エ ネ ルギー対策595

10そ の 他596

VI中 国通商産業局598

1施 策 概要598

2通 商 施策599

3商 工 業施策599

(1)工 業

(2)流 通 ・消費

(3)技 術 施策

(4)エ ネ ルギーの使用 の合理化

(5)石 油 代替 エネルギーの開発導入

(6)そ の 他

4立 地 公害施策604

(1)地 域 振興対 策

(2)産 業立 地

(3)産 業 公害防止対 策

(4)産 業保 安対策



5鉱 業 施策606

6公 益 事業施策610

7中 小 企業施策613

8物 資 需給 ・価格対策615

9そ の 他616

Vll四 国通商産業局617

1施 策 概 要617

2通 商 施策617

3商 工 業施策618

(1)工 業

(2>流 通 ・消費

(3)技 術

(4)そ の 他

4立 地公害施策621

(1)産 業 立地

② 産業 公害

(3>産 業 保安

5鉱 業施 策622

6公 益 事業施策623

7地 域 エネルギー ・省エ ネルギー施策 ……625

8中 小 企業施策626

9物 資 需給 ・価格対策628

10そ の 他628

vm九 州 通商産業局630

1施 策 概要630

2通 商 施策631

3商 工 業施策632

(1>工 業

(2)流 通 ・消費施策

(3)技 術 施策

(4)そ の 他

4立 地公害施策634

(1)産 業 立地

② 公害保安

5資 源 ・エネルギー政策635

6公 益 事業施策639

7石 炭 鉱害 問題640

8中 小 企業施策641

9物 資需給 ・価格対策643

10そ の 他643

1X沖 縄 総合事務局通商産 業部645

1施 策 概 要645

2通 商 施策645

3商 工 業施策646

(1)工 業

(2)流 通 ・消費

(3)技 術 振興

(4)そ の 他

4立 地公 害施策647

(1)産 業 立地

② 産業 公害

5鉱 業施策647

6石 油 ・エネルギー施策648

7公 益事業施策649

8中 小企業施策651

9物 資需給 ・価格対策652

10そ の 他652

〔付 録〕

1平 成元年度主要事項年表653

2機 構 ・定員672

3人 事及び異動678

4関 係法規の改廃について697


